
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人愛媛大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

   役員の期末特別手当の額は、国立大学法人愛媛大学役員給与規程により、国立大学法人愛媛大学
経営協議会の議を経て、学長が、国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果及び役員としての業
務に対する貢献度等を総合的に勘案して、その額の１００分の１０の範囲内で増額又は減額することがで
きることとしている。

          ①期末特別手当の支給割合を、６月期について、1.475月分から1.40月分に，
            １２月期について，1.475月分から1.55月分に改正した。

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

          ①期末特別手当の支給割合を、６月期について、1.475月分から1.40月分に，
            １２月期について，1.475月分から1.55月分に改正した。

          ①期末特別手当の支給割合を、６月期について、1.475月分から1.40月分に，
            １２月期について，1.475月分から1.55月分に改正した。

改定なし

改定なし
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２　役員の報酬等の支給状況

平成23年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,176 11,868 4,230 78
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,718 10,056 3,584 78
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,745 9,360 3,336 49
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,745 9,360 3,336 49
（通勤手当）

3月31日

千円 千円 千円 千円

119 （通勤手当）

12,579 8,688 3,250 521 （広域異動手当） ◇
千円 千円 千円 千円

1,368 1,368 （　　　　） 3月31日

千円 千円 千円 千円

11,808 8,688 24 （通勤手当） ※
千円 千円 千円 千円

1,368 1,368 （　　　　） 3月31日

  注１：  「広域異動手当」とは、在勤する勤務箇所を異にして異動した場合又は在勤する勤務箇所が

        移転した場合において、勤務箇所間の距離及び住居と勤務箇所との間の距離がいずれも６０

キロメートル以上であるときに支給するものである

A理事

B理事

Ｅ理事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

C理事

法人の長

前職

A監事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

D理事

        キロメートル以上であるときに支給するものである。

  注２：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

  注３：「前職」欄の「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者であることを示す。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし
千円 年 月

該当者なし
千円 年 月

該当者なし

摘　　要

監事

法人の長

理事

法人での在職期間
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
給与：俸給

（昇給）

制度の内容

国家公務員の給与水準を十分考慮し、国家公務員に準じた措置を講じている。

中期目標・中期計画に基づき、引き続き教員の教育研究組織の見直しを行い、柔軟かつ機動的
な組織の編成及び再編等に取り組み、活性化を図る。また、事務系職員等については、意識改
革・能力開発並びに専門性の向上に努め、業務の効率化及び合理化を図りながら、人件費の適
正な管理を行う。

昇給、昇格の実施及び勤勉手当の成績率の判定に当たっては、人事評価制度による評価
結果等を考慮している。

１月１日前１年間における勤務成績に応じて、昇給区分に基づく号俸数を昇給させ
ることがある。

給与：俸給
（昇格）

勤務成績が特に良好で、かつ昇格基準を満たしている場合、その者が従事する職
務に応じた上位の級に昇格させることがある。

賞与：勤勉手当
（査定分）

基準日(６月１日、１２月１日)以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に
応じて決定される支給割合(成績率)に基づき、支給する。

　ウ 平成２３年度における給与制度の主な改正点

④栄誉教授手当を新設した。（月額100,000円　9月から）

⑥期末手当の支給割合を、次のとおり改正した。
　　　　（再任用職員以外の職員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　（6月期）　　         　　　　　　　　　（12月期）
　　　　　　　・　一般職員　　　　　　　　　　　１．２５月分→１．２２５月分 　 　　  １．３５月分→１．３７５月分
　　　　　　　・　特定幹部職員　　　          １．０５月分→１．０２５月分   　 　  １．１５月分→１．１７５月分
　
⑦勤勉手当の支給割合を、次のとおり改正した。
　　　　（再任用職員以外の職員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（6月期）　　　　　　　　　　　　  　（12月期）
　　　　　　　・　一般職員（良好）　　　　　　 ０．６７月→０．６４５月分　　　　 　　０．６２月分→０．６４５月分
　　　　　　　・　特定幹部職員（良好）　　　 ０．８７月→０．８４５月分　　　　　 　０．８２月分→０．８４５月分
　
　　　　（再任用職員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（6月期）　　　　　　　　　　　  　　（12月期）
　　　　　　　・　一般職員（良好）　　　　　　 ０．３５月→０．３２５月分　　　　　　 ０．３０月分→０．３２５月分
　　　　　　　・　特定幹部職員（良好）　　　 ０．４５月→０．４２５月分　　　　　　 ０．４０月分→０．４２５月分

⑤育児休業期間が１箇月以内である育児休業を取得した職員について，期末手当の在職期間から
   当該育児休業期間を除算しないこととした。（１１月から）

①特殊勤務手当に「健康診断従事手当」を加えた。（1時間5,000円　４月から）

②管理職手当の課長及び室長の区分を5種又は４種から３種に変更した。（４月から）

③期末・勤勉手当について，一般職員Ⅰ俸給表３級における加算割合(100分の8)を新たに設けた。
   (6月から)
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1767 43.3 6,375 4,760 54 1,615
人 歳 千円 千円 千円 千円

340 45.1 5,389 4,037 71 1,352
人 歳 千円 千円 千円 千円

785 48.7 8,161 6,055 52 2,106
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

435 33.6 4,277 3,231 43 1,046
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 54.9 5,070 3,820 38 1,250
人 歳 千円 千円 千円 千円

50 45.8 7,090 5,353 41 1,737
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 41.6 6,570 4,979 46 1,591
人 歳 千円 千円 千円 千円

104 36.7 4,576 3,454 69 1,122

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

在外職員

任期付職員

医療職種
（病院医師）

技能・労務職種

区分

常勤職員

うち所定内人員 うち賞与

教育職種（附属義務教育学校教員）

教育職種（附属高校教員）

平均年齢
平成２３年度の年間給与額（平均）

総額

医療職種（病院医療技術職員）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

165 34.4 2,961 2,730 16 231
人 歳 千円 千円 千円 千円

33 44.8 2,925 2,205 58 720
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 36.8 4,843 3,627 30 1,216
人 歳 千円 千円 千円 千円

117 31.1 2,850 2,850 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 39.7 3,161 2,400 93 761
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 37.5 2,956 2,299 26 657

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員の「技能・労務職種」とは、自動車運転手、調理師、医療機器操作員等を示す。

注３：常勤職員の「教育職種（附属高校教員）」には、附属特別支援学校教員を含む。
注４：常勤職員の「教育職種（附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。

任期付職員

再任用職員

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

注５：常勤職員の「事務・技術」及び「医療職種（病院看護師）」には、育児休業者の代替者である特定職員（任期付）
　　　を含む。

注１：再任用職員については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定される おそれのあることから、

　　　人数以外は記載していない。

医療職種（病院医療技術職員）
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注６：常勤職員の「教育職種（大学教員）」には、病院教員（注８）及び寄附講座等教員（注９）を含む。
注７：常勤職員の「医療職種（病院医療技術職員）」には、特定技術職員（注10）を含む。

注11：非常勤職員の「医療職種（病院医師）」とは、医員及び研修医を示す。

［年俸制適用者］

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

62 42.7 5,344 5,344 26 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 37.3 6,549 6,549 18 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

32 36 4,243 4,243 23 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 57.0 6,644 6,644 34 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 56.3 6,336 6,336 35 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

注８：「病院教員」とは、研究拠点形成費補助金、大学改革推進等補助金及びその他国、独立行政法人等の補助金並
      びに寄附金等の外部資金（以下「外部資金」という。）又は病院収入により雇用される者で、医学部附属病院におい
      て教育研究及び診療に従事する任期付きの教員をいう。

区分 人員 平均年齢
平成2３年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

注９：「寄附講座等教員」とは、寄附講座及び寄附研究部門規程の規定に基づき雇用する寄附講座又は寄附研究部門
      を担当する任期付きの教員をいう。
注10：「特定技術職員」とは、外部資金又は病院収入により雇用される者で、専門的な知識又は特殊な技能を要する業
     務及び資格免許を必要とする業務に従事する任期付きの職員（医療職員を含む。）をいう。

教育職種（大学教員）

再任用職員

教育職種
（特定教員等）

任期付職員

上級研究員

特定研究員

常勤職員（年俸制）

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注１：常勤職員、在外職員及び非常勤職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。

注２：医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）については、該当する職種がないため省略した。

注９：任期付職員の常勤職員（年俸制）職種については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が
　　　特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

注６：「特定教員」とは、外部資金により雇用する者で、特定のプログラム、プロジェクト等に従事する任期
     付きの教員をいう。

注７：「実務家教員」とは、実務的教育を主に担当する任期付きの教員をいう。

注８：「特命教員」とは、知識、経験等に基づき、当法人の長が特に必要とする教育研究及びこれに関連
　　　する業務に従事する任期付きの教員をいう。

再任用職員

事務・技術

注３：「教育職種（特定教員等）」には、実務家教員（注７）及び特命教員（注８）を含む。

注４：「上級研究員」とは、当法人の先端研究拠点の施設等において、自立して研究を実施する任期付き
      の研究員をいう。

注５：「特定研究員」とは、特定のプログラム、プロジェクト等に従事する任期付きの研究員をいう。
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

人員
分布状況を示すグルー

プ
平均年齢

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)〔在外職員、任期付
職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均

人 歳 千円 千円 千円

代表的職位

31 57.4 7,036 7,268 7,649

127 47.6 5,354 5,570 5,918

49 39.5 4,268 4,689 5,033

74 31.8 3,184 3,539 3,775

　　・課長

　　・係長

　　・主任

　　・係員
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（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

282 56.3 9,159 9,794 10,312

261 47.1 7,460 7,865 8,373

64 43.5 6,562 7,186 7,914

171 40.4 5,789 6,145 6,535

分布状況を示すグルー
プ

　　・助教

人員

代表的職位
　　・教授

　　・准教授

　　・講師

平均平均年齢

（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

26 49.5 5,807 6,067 6,411

46 43.5 5,059 5,422 5,872

359 31.0 3,412 3,918 4,266

平均
分布状況を示すグルー

プ
人員 平均年齢

代表的職位
　　・看護師長

　　・副看護師長

　　・看護師
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③

事務・技術

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 係員 係員 主任 係長 課長補佐 課長
な職位 主任 係長 課長補佐 課長 部長

人 人 人 人 人 人 人

340 33 57 153 57 28 7
（割合） （9.7%） （16.8%） （45.0%） （16.8%） （8.2%） （2.1%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

48 51 59 59 59 58
～ ～ ～ ～ ～ ～

24 27 35 38 52 55
千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,167 4,142 4,820 5,747 6,128 6,483

～ ～ ～ ～ ～ ～

1,851 2,421 2,918 4,073 4,469 5,731
千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,112 5,439 6,491 7,515 7,921 8,403

～ ～ ～ ～ ～ ～

2,446 3,199 3,858 5,499 6,111 7,684

区分 計 ７級 ８級 ９級 １０級

標準的 部長 部長 副学長 副学長

な職位 副学長
人 人 人 人 人

－ 5 該当者なし 該当者なし 該当者なし

（割合） （1.5%） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%）
歳 歳 歳 歳

 職級別在職状況等（平成２４年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護
師））

所定内給
与年額(最
高～最低)

人員

年齢（最
高～最低）

人員

年間給与
額(最高～

最低)

歳 歳 歳 歳

59

～ ～ ～ ～

49
千円 千円 千円 千円

7,653

～ ～ ～ ～

6,224
千円 千円 千円 千円

10,209

～ ～ ～ ～

8,472

注１：「課長」には、課長相当職である「室長」を含む。

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 助手 助手 講師 准教授 教授

な職位 助教
人 人 人 人 人 人

785 3 174 64 262 282

（割合） （0.4%） （22.2%） （8.2%） （33.4%） （35.9%）
歳 歳 歳 歳 歳

51 64 61 64 64

～ ～ ～ ～ ～

46 29 31 32 39
千円 千円 千円 千円 千円

3,962 5,681 6,681 7,043 9,351

～ ～ ～ ～ ～

3,796 3,156 3,456 4,306 5,696
千円 千円 千円 千円 千円

5,347 7,500 8,739 9,356 12,999

～ ～ ～ ～ ～

5,081 4,166 4,668 5,732 7,646

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最
高～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最
高～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

教育職員（大学教員）

所定内給
与年額(最
高～最低)
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区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級
標準的 准看護師 看護師 副看護師長 看護師長 副看護部長 看護部長

な職位 副看護師長 看護部長
人 人 人 人 人 人 人

435 該当者なし 359 46 26 3 1

（割合） （　 　　%） （82.5%） （10.6%） （6.0%） （0.7%） （0.2%）
歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 59 54

～ ～ ～ ～ ～ ～

22 30 38 44
千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,810 4,774 5,031 5,192

～ ～ ～ ～ ～ ～

2,269 3,173 3,658 4,157
千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,435 6,485 6,844 7,049

～ ～ ～ ～ ～ ～

2,996 4,189 4,969 5,724

区分 計 ７級

標準的 看護部長

な職位
人 人

－ 該当者なし

（割合） （　 　　%）
歳

～

千円

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

所定内給

医療職員（病院看護師）

人員

年齢（最
高～最低）

年齢（最
高～最低）

～

千円

～

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

55.7 58.8 57.3
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.3 41.2 42.7

％ ％ ％

         最高～最低 48.6～33.3 44.7～31.9 45.2　～　36.8　

％ ％ ％

63.6 67.0 65.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.4 33.0 34.6

％ ％ ％

         最高～最低 43.5～31.8 40.7～29.0 39.7～30.5　　

注：医療職員（病院看護師）の６級については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
     あることから、　「年齢(最高～最低）」以下の事項について記載していない。

一律支給分（期末相当）

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

事務・技術職員

賞与（平成２３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護
師））

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員
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夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

57.2 59.8 58.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.8 40.2 41.5

％ ％ ％

         最高～最低 48.2～33.7 48.2～31.4 46.9～32.6
％ ％ ％

63.5 66.8 65.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.5 33.2 34.8

％ ％ ％

         最高～最低 51.2～32.1 43.3～30.0 46.5～31.2

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低
％ ％ ％

62.7 66.3 64.5
％ ％ ％

教育職員(大学教員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

般

一律支給分（期末相当）

医療職員（病院看護師）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.3 33.7 35.5

％ ％ ％

         最高～最低 43.5～31.7 40.7～29．0 42.1～30.4

⑤

80.0
92.5

94.3

94.6
94.8

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

　においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

　　与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

一般
職員

対国家公務員（医療職（三））
対他の国立大学法人等

事務・技術職員

注：医療職員（病院看護師）おける管理職員は1名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　 あることから記載していない。

対国家公務員（行政職（一））

教育職員（大学教員）
対他の国立大学法人等

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教育職員（大
学教員）／医療職員（病院看護師））

対他の国立大学法人等

医療職員（病院看護師）
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 86.7

参考 学歴勘案　　　　　　 79.2

地域・学歴勘案　　　86.3

○医療職員（病院看護師）

地域勘案　　　　　　 96.6

参考 学歴勘案 92 6

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　40％
（国からの財政支出額　15,464,683千円、支出予算の総額　38,492,962千円：平成23年度予
算）

【検証結果】
本法人の給与制度は国家公務員に準じているが、年齢構成上５０歳以上の者
が多く、また、役職就任年齢が高いため、対国家公務員指数80.0と低くなった。

指数の状況

指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
  理由

　給与水準の適切性の
　検証

対国家公務員　　80.0

講ずる措置 今後も、国家公務員の給与制度に準じた取扱いを行い、適切な給与水準の確保に努める。

【主務大臣の検証結果】

給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準は適正であ
ると考える。
引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

内容

項目

項目

内容

対国家公務員　　94.6

参考 学歴勘案 　　　　　 92.6

地域・学歴勘案　　　97.6

○　教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 92.0

       （注） 上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成 ２３年度

           の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　　   　　　 なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））

　  　　　  　との給与水準（年額）の比較指標である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
  理由

【主務大臣の検証結果】

給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準は適正であ
ると考える。
引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

今後も、国家公務員の給与制度に準じた取扱いを行い、適切な給与水準の確保に努める。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　40％
（国からの財政支出額　15,464,683千円、支出予算の総額　38,492,962千円：平成23年度予
算）

【検証結果】
本法人の給与制度は国家公務員に準じており、対国家公務員指数も１００
未満であることから適正な水準を維持していると思われる。

講ずる措置

　給与水準の適切性の
　検証
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成23年度）

前年度
（平成22年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

　注１：「非常勤役職員等給与」の金額は、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員

　　　　に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「１７役員及

　　　　び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

　注２：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上

 　　　　している。

343,29720,833,206

（△4.1）

343,297

119,2422,009,095
福利厚生費

12,996,115

1,780,213

(5.9)

△22,940

　　①給与、報酬等支給総額　・・・・・・　対前年度比　　　△０．２％

△75,439

(1.7)

(5.9)

１．給与、報酬等支給総額及び最広義人件費について、対前年度比を示し、その増減要因の説明

(1.7)
最広義人件費

非常勤役職員等給与

（△4.1）

322,434

区　　分

給与、報酬等支給総額

3,629,047 (8.9)

12,973,175

中期目標期間開始時（平
成22年度）からの増△減比較増△減

119,242

（△0.2）

退職手当支給額
△75,439

2,128,337

20,489,909

322,434 (8.9)

1,855,652

3,951,481

（△0.2） △22,940

総人件費について参考となる事項

　　　・国家公務員の定員の純減目標及び給与構造改革を踏まえ、国家公務員に準じた人件費削減の取組
        を行う。

　　③上記①及び②の進ちょく状況

①給与、報酬等支給総額 対前年度比 ％

　　②最広義人件費　　　　　　 ・・・・・・　対前年度比      　 １．７％

　　②法人が中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針

　　　・具体的方策として、教職員の定員削減計画に基づき、概ね年１％の人件費の削減を図る。

　 　　説明：運営費交付金の削減に対し、定年退職教員の１年間の不補充の継続及び教職員の人件費
                削減計画の実施等を行ったことにより、22,940千円の減となった。

　　　　説明：人件費削減計画の実施等により給与、報酬等支給総額22,940千円の減となったが、前年度に比して
                 退職者が少数であったため、退職手当支給額75,439千円の減、外部資金などの経費による特定職員
                 （特定研究員、特定教員等）、有期契約職員の増加及び看護体制の充実のために看護職員を増員し
                 たことにより、非常勤役職員等給与が322,434千円の増、これに伴う福利厚生費119,242千円の増にな
                 ったため、最広義人件費が343,297千円の増額となっ た。

２．「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」及び「行政改革の重要方針」による
      人件費削減の取組の状況

　　①主務大臣が中期目標において示した人件費削減の取組に関する事項
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基準年度
（平成17年

度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成2３
年度

14,350,545 13,649,194 13,399,827 13,360,886 13,076,340 12,996,115 12,973,175

△ 4.9 △ 6.6 △ 6.9 △ 8.9 △ 9.4 △ 9.6

△ 4.9 △ 7.3 △ 7.6 △ 7.2 △ 6.2 △ 6.2

Ⅳ 法人が必要と認める事項

  役員：平成２４年６月から実施
  職員：平成２４年６月から実施

人件費削減率
（％）

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

総人件費改革の取組状況

　注３：平成２３年度の人件費削減率（補正値）では△6.2％という数値であるが、人勧部分の補正を考慮しない場合（実態
　　　　ベース）では、△6.4％という数値となる。

特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下のとおり給与減額措置を講ずることとした。

【主務大臣の検証結果】

「平成22年度までの５年間で５％以上削減を達成し、平成23年度も人件費改革を継続しており問題ないと考え
る。」

　　注１：基準年度（平成１７年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を基礎に
            算出した平成１７年度人件費予算相当額である。

　　注２：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による人事院勧告を
           踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。なお、平成１８年、平成１９年、平成２０年、
　　　　　平成２１年、平成２２年、平成２３年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率は、それぞれ
           ０％、０．７％、０％、▲２．４％、▲１．５％、▲０．２３％である。

人件費削減率（補正値）
（％）

13


	Ⅰ役員報酬について
	Ⅱ職員給与について

	Ⅲ総人件費について

	Ⅳ法人が必要と認める事項




